
【採択事業】
健康福祉部 現在 単位：千円

国庫支出金 府支出金 負担金・分担金
・寄付金 市　債 その他

- 3,866 2,509 2,516 2,516

- 12,495 12,495 12,495 0 12,495

3,404 1,020 1,020 1,020 0 1,020

- 47,464 46,108 46,108 35,147 5,000 5,961

- 470 470 471 120 234 117

- 5,546 0 0 0

73,268 104,613 91,816 91,817 91,817

14,469 49,680 13,716 13,716 3,516 10,200

- 2,863 2,859 2,859 2,594 265

- 37,656 37,656 37,656 9,414 28,242

13,262 12,763 12,480 12,480 4,184 8,296

3,544 3,508 3,218 3,218 0 3,218

8,225 15,330 6,161 15,330 0 8,225 7,105

45-

-

5,501 5,5015,5019 採択 採択

10 採択 採択 19,626 19,626 19,626 9,814 9,812

5,456
妊娠を希望する女性とその配偶者を対象に、風しんワクチン等の
予防接種に対する公費助成を行う。
自己負担額は、男性1,500円、女性3,000円

健診・各種がん検診等事業
（受診勧奨・クーポン再発行）

健康増進課 新規 Ｈ 26
２１～２４年度に子宮頸がん、乳がん検診の無料クーポン券を配布
した者に対し、個別に受診勧奨を行い、前回、クーポン未使用者
には再度クーポンを配布する。

予防接種事業
（風しんワクチン等公費助成事業）

健康増進課 既存 Ｈ 25

既存 Ｈ 25

保育所の補完的な役割を果たしている認可外保育施設を利用す
る保護者の負担を軽減するため、利用料補助金を交付する。
補助率等：認可施設と認可外施設との差額（全額）を認可外施設
運営者に交付並びに多子減免制度を実施（25年度：補助率1/2、
多子減免制度適用なし）

既存 Ｈ 24
親子がともに楽しみ、親同士や親と子育て支援関係者との交流及
び連携を図るために、子育て世帯を対象とした全市規模のイベント
を実行委員会で企画運営し、公民協働により実施する。

15 採択 採択
認可外保育施設利用者補助事業
（補助率の拡充）

子ども課

既存 Ｈ 23
保育所等に預けることが困難な病気の児童を、病院等に併設され
た施設で病児保育事業を実施する市内の小児科医院に対して補
助を行う。

14 採択 採択 キッズ・カーニバル事業 子ども課

13 採択 採択 病児保育事業 子ども課

新規 Ｈ 26
国の待機児童解消加速化プランを活用し、私立幼稚園２園におけ
る長時間預かり保育のための支援や認可保育所移行調査を実施
することで、潜在ニーズも含めた待機児童の解消を強力に進める。

新規 Ｈ 26
四宮・速見小学校の放課後児童クラブにおける待機児童を解消す
るため、夏期休暇中（7月下旬～8月下旬）の学校施設を利活用
し、両校それぞれ40人定員のクラブ室を設置する。

12 採択 採択
簡易・家庭保育施設補助事業
認可保育施設移行支援事業
（待機児童解消加速化事業）

子ども課

11 採択 採択
放課後児童クラブ運営事業
（放課後児童クラブ待機児童対策事
業）

子ども課

既存 Ｈ 25
保健福祉センターの外壁剥離等、外壁診断調査結果に基づき剥
離防止及び防水工事を年次計画により行う。

既存 Ｈ 24

妊婦の方々の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るた
め、妊婦健康診査受診費用の一部を助成する。
26年度より、最大10万円の補助に拡充する。
（25年度：62,290円）

8 採択 採択
保健福祉センター運営事業
（外壁剥離防止及び防水工事）

健康増進課

7 採択 採択
妊婦健康診査公費負担事業
（公費負担額の拡充）

健康増進課

新規 Ｈ 26

現在、任意の予防接種である高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種
に対する公費助成を行う。
26年度は、制度設計を行い、10月からの実施へ向け補正予算で
対応する。

既存 Ｈ 19

知的障がい者等判断能力が不十分な人については、本市在住者
に限定せず、居住地特例として、特例的に市外在住者も対象者と
するよう拡充する。また、報酬助成の対象者を明確にした上で、助
成額に基準を設ける。

6 採択 採択
予防接種事業
（成人用肺炎球菌ワクチン助成事業）

健康増進課

既存 Ｈ 26

現在のさつき園くすのき園の通所機能に加え、個別療育や、相談
支援、保育所等訪問支援等の地域の障がい児への支援機能を併
せ持った施設として整備を行い、本市の障がい児支援の中核施設
として機能させる。

5 採択 採択 成年後見制度利用支援事業
福祉政策課
（障がい福祉

課）

既存 Ｈ 25
発達障がい児への支援に関する経験及び知識を有する臨床心理
士等を「サポートコーチ」として配置し、発達障がい児への支援体
制の検討・整備を行う。

4 採択 採択 こども発達支援センター運営事業 福祉政策課

新規 Ｈ 26

生活困窮者を早期に把握し、広く相談を受けるとともに、生活困窮
者が抱える課題を全体として受け止めるために支援計画を策定す
る。
法施行期日である27年度に向け、26年度においては国のモデル
事業を活用する。

3 採択 採択
発達障がい児支援体制整備サポート
事業

福祉政策課

新規 Ｈ 26
災害発生時に自ら避難することが困難な高齢者の一人暮らし世帯
や障がい者等が、地域で安心して暮らせるように名簿を作成し、避
難支援への活用を図る。

2 採択 採択 生活困窮者自立支援事業 福祉政策課

1 採択 採択 避難行動要支援者名簿作成事業 福祉政策課

事業概要
２５年度

予算
総合政策部長

査定額

財源内訳

一般財源
特　定　財　源

２６年度
要求額

市長
査定額

平成２６年度事業計画

番号
総合政策部長

査定結果
市長

査定結果
事 業 名 所属名 種別

事業
開始
年度

平成26年1月31日
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健康福祉部 現在 単位：千円

国庫支出金 府支出金 負担金・分担金
・寄付金 市　債 その他

16 採択 採択
障がい者基幹相談支援センター運営
事業

障がい福祉課 新規 Ｈ 26

障がい者（児）を対象とした相談支援の中核的拠点として、基幹相
談支援センターを設置し、総合的かつ専門的な相談業務、権利擁
護のための必要な援助等を実施し、関係機関とのネットワークを構
築する。

- 1,169 1,169 1,169 293 584 292

17 採択 採択
地域生活支援事業
（福祉ホーム入所支援事業）

障がい福祉課 新規 Ｈ 26
門真市外の福祉ホームに市民が入所した場合、ホームを運営する
事業所に対して委託を行い、入所者の支援を図る。 - 110 110 110 28 55 27

14,735 56,813 56,813 56,813 14,204 28,406 14,203

- 3,243 3,243 3,243 2,163 1,080

- 203 69 69 69

8,662 8,906 8,906 8,939 5,482 3,457

2,160 5,840 2,920 2,920 2,920

22 採択 採択

シルバー人材センターへ事業を委託し、センターにおいて営業経
験等を有する者を1人雇用し、事業者等を積極的に訪問することに
より、高齢者の経験や技能等の活用に対する潜在的な需要拡充さ
せる。

-
シルバー人材センター就業先開拓事
業

高齢福祉課 新規 Ｈ 26 4,910 4,910 4,910 0 4,910

既存 Ｈ 24
知的及び発達障がい児に対して、作業療法士及び言語聴覚士に
よる訓練を行う。

既存 Ｈ 24

経過措置として、市内に居住する高齢者に対して、公共施設を巡
回するコミュニティバス運営会社のバスカード購入にかかる費用の
補助を実施することにより、公共交通サービスの充実に繋げ、高齢
者の外出の機会の創出、生き甲斐づくりや閉じこもり予防・介護予
防を図る。

23 採択 採択
こども発達支援センター運営事業
（作業療法等訓練拡充事業）

さつき園・くすの
き園

21 採択 採択 バスカード購入補助事業 高齢福祉課

新規 Ｈ 26
年々増加する高齢者虐待（DVも含む）に対し、困難事例等につい
ては法的に適切に対応する必要があることから、弁護士と社会福
祉士からのアドバイスを受ける体制を整備する。

新規 Ｈ 26
老人福祉センターの耐震にかかる設計を26年度に行う。27年度よ
り工事を行う。

20 採択 採択 高齢者虐待防止事業 高齢福祉課

既存 Ｈ 25

重症心身障がい児に対して、放課後や長期休暇中において、生
活能力の向上のために必要な訓練や支援等をすることにより、継
続した療育の提供、放課後の居場所づくり及び保護者のレスパイト
（休息）利用を推進する。

19 採択 採択
老人福祉センター等運営管理事業
（老人福祉センター耐震化事業）

高齢福祉課

18 採択 採択
障がい者等支援給付事業
（放課後等デイサービス事業対象者
の拡充）

障がい福祉課

２５年度
予算

総合政策部長
査定額

財源内訳

一般財源
特　定　財　源

２６年度
要求額

市長
査定額

種別 事業概要番号
総合政策部長

査定結果
市長

査定結果
事 業 名 所属名

事業
開始
年度

平成26年1月31日
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【不採択事業】
健康福祉部 現在 単位：千円

- 151 0 0

- 69,418 0 0

- 4,798 0 0

- 5,000 0 0

- 134 0 0

市長
査定額

２５年度
予算

新規 Ｈ 26
認知症の人と介護者を理解する地域住民を増加させることで、住
みやすいまちづくりをめざし、「認知症サポーター」や「キャラバンメ
イト」を増やすための講座を行う。

不採択 不採択
認知症サポーター養成講座及びキャ
ラバンメイト養成講座事業

高齢福祉課

新規 Ｈ 26

障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよ
う、障がい福祉サービス事業者に整備費の一部を補助し、グルー
プホームの整備を促進する。また整備されたグループホームの１室
を介護者の負担軽減のためのショートスティ利用先として確保す
る。

Ｈ

不採択 不採択
障がい者グループホーム整備促進事
業

障がい福祉課

新規 26
公立保育所の安全面・衛生面を向上するため、施設・設備の営
繕、保守、点検等の維持管理業務を委託化する。

事業概要番号

不採択 不採択
公立保育所施設維持管理業務委託
事業

子ども課

5

4

3

2

1

所属名
総合政策部長

査定結果
市長

査定結果
事 業 名

総合政策部長
査定額

種別
２６年度
要求額

事業
開始
年度

新規 Ｈ 26
昭和40年代に建設され、老朽化が進む公立保育所の計画的な建
て替えを実施する。

Ｈ 26

不採択 不採択 公立保育所建替等事業 子ども課

新規不採択 不採択 受動喫煙防止啓発事業 健康増進課

各種イベントや乳幼児健診・成人の健診会場などでたばこの害な
どについての展示を行う。
また、キャンペーンを実施し、こどもや妊婦への受動喫煙防止につ
いて広く啓発・ＰＲする。

平成26年1月31日

今後、地域区分の改正や、グループホームを運営する事業者の動向を踏ま
え、再度検討すること。

本事業の必要性は理解するが、地域会議での事業化など手法について検
討すること。

不採択理由

本事業内容での実施については、不採択とするが、ホームページ及び広報
紙等をはじめとして、受動喫煙防止に向け、周知、啓発を行うこと。
また、防止エリアの設定など、調査研究すること。

現在、子ども・子育て新制度の移行に向け、協議検討中であり、その動向を
踏まえての検討が必要であることから、現段階においては、不採択とする。

幼稚園との連携体制を視野に検討すること。
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